










































































































































































































































































































(2)水質汚濁防止法 (TheClean Water Act : CW A) 1972年
法律の目的は、アメリカの水面への汚染物質の排出を水面の質を規制する基
本的な構造の確立である。 CWAの基本は1948年に法律化された FWPCA
(The Federal Water Pollution Control Act) と称された。産業排水の規制を具
体化、あらゆる汚染物質の水質基準を決めた。しかし、 FWDCAの影響は小さ
かったため EPAが規制強化として CWAを策定した。
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1-7 まとめ
(1)アメリカは環境政策の先進国だった。
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で拘束力のある削減目標 (2008年から2012年の 5年間で1990年比日本は 6%













































































































































































































































































































































































































































































































































































































対策は 5項目ある。 Iクリーン・エネルギーの展開（発電所の CO2削減、再生
エネルギー推進、クリーン・エネルギー技術開発の長期投資を進める）、 II21世
紀型交通、 II建築のエネルギー消費の削減、 IV略、 V連邦政府のリーダーシッ
プ（クリーン・エネルギーなど）。
2つ目の気候変動対策は3項目ある。 Iょり安全なコミュニティとインフラ











邦省エネルギー税法案 (NationalEnergy Efficiency Tax Credit for Buildings) 
が3人の上院議員（ベン・カーデイン (BenCardin)、ダイアン・フェスタイン


































































































































































































































































































































































































































2007年、 2008年に EERSを作成した。目標設定値はミシガン州で前年の 1% 
減、イリノイ州は過去3年の2.1%減、最終目標年次は2020年から2030年であ
る。コネテイカット州は2017年であるがゼロエネルギーの挑戦を策定した。
















2009年、 2011年、 2013年と断熱材の補強の施策を進めた。 2011年連邦政府か
ら186億円の補助金をもらい断熱性向上の施策を進め、 538人の雇用増、 59億円
で排出分野の職業訓練をし、 719人の新たな職業、雇用増に繋げた。
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の政策の参考となる。
(2) アメリカでは大統領が強い主導権を持ち環境政策を進めている。ブッ
シュ大統領、次のオバマ大統領、現在のトランプ大統領と大統領が替わるたび
に環境政策が大転換をした。
(3) 環境政策に関し、科学者の意見と業界の意見が異なり対立する。それ
を調整し決定するのが政治の役割である。大統領、知事、市長は選挙情勢を前
提にそれぞれの意見を天稟にかけ、環境政策を決定している。
(4) トランプ大統領のパリ協定離脱に伴い、アメリカの一部の地方政府、大
学、企業が反トランプの立場で連携し独自にパリ協定で定められた目標に向か
う方針を決めた。
(5) 日本では環境省を中心に関係官庁が環境政策やモデル的な施策を立案、
地方自治体を指導助言、予算付け、実践させる体制である。首相や大臣が交代
しても大きな方針に変化はないと言える。そうした中、東京都がキャップ・ア
ンド・トレードによる CO2削減策を推進している。また、港区は全国基礎自治
体で唯一環境影響評価制度を1997年以降運用している。港区が制定した独特な
施策である。一部であるが地方自治体も独自に頑張っている。
(6)今後の課題
今日、気候変動による環境変化は国家、地域の安全に対して大きな脅威となっ
ていると広く共通認識がされている。遠い将来を見据えた上で今日取るべき環
境政策を具体的に進める必要がある。
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